
所得割 均等割 限度額 所得割 均等割 限度額 所得割 均等割 限度額

（%） （円） （万円） （%） （円） （万円） （%） （円） （万円）

八 王 子 市 6.70 38,700 65 2.20 13,300 20 2.10 15,600 17

◆ 立 川 市 6.58 32,100 61 2.24 11,700 19 1.69 14,500 16

★ 武 蔵 野 市 5.10 27,400 63 1.95 10,600 19 1.65 12,900 17

★ 三 鷹 市 5.30 28,000 63 2.00 11,200 19 1.50 13,000 17

青 梅 市 6.00 30,600 65 1.95 11,200 20 1.85 12,200 17

★ 府 中 市 4.75 23,720 63 1.48 7,440 19 1.55 9,840 17

昭 島 市 5.60 27,500 65 2.25 11,500 20 1.70 14,500 17

★ 調 布 市 5.25 27,600 63 1.88 9,800 19 1.66 11,400 17

町 田 市 5.93 34,400 65 2.00 11,500 20 1.87 14,100 17

福 生 市 5.00 27,000 65 2.17 12,800 20 1.73 13,500 17

羽 村 市 6.09 25,800 65 2.24 10,700 20 2.10 12,800 17

あ き る 野 市 5.42 29,200 65 1.83 10,000 20 1.75 13,200 17

日 野 市 5.40 30,600 65 1.70 10,500 20 1.70 13,200 17

多 摩 市 5.59 28,200 65 1.82 11,600 20 1.62 11,800 17

稲 城 市 5.16 34,100 65 1.19 8,300 20 2.19 13,100 17

国 立 市 5.50 20,000 65 1.80 10,000 20 1.85 11,000 17

狛 江 市 5.51 27,200 65 1.92 11,000 20 1.79 13,300 17

小 金 井 市 6.04 26,000 65 2.05 13,000 20 2.00 15,000 17

★ 国 分 寺 市 4.90 28,000 63 1.51 12,000 19 1.13 14,000 17

武蔵村山市 5.87 32,700 65 1.81 12,500 20 1.76 13,000 17

東 大 和 市 7.07 35,400 65 2.35 11,500 20 2.30 13,600 17

東 村 山 市 6.00 36,800 65 2.05 12,400 20 2.05 15,400 17

清 瀬 市 5.48 28,000 65 1.87 10,000 20 1.90 13,000 17

東久留米市 5.52 34,700 65 2.15 12,900 20 1.88 14,400 17

西 東 京 市 5.41 31,600 65 1.68 6,500 20 1.64 14,300 17

★ 小 平 市 5.68 25,700 63 2.08 11,600 19 1.61 15,300 17

26市平均 5.65 29,655 64.4 1.93 10,982 19.7 1.79 13,382 17.0

※ 網掛け部分は前年度から改定されている。
※ ★は限度額が引き上げられていない自治体（基礎課税分：63万円・後期高齢者支援金等課税分：19万円・介護納付金課税分：17万円）

※ ◆立川市では，新型コロナウイルスの影響を鑑み，平成31年度水準に据え置いてる。

　　（基礎課税分：61万円・後期高齢者支援金等課税分：19万円・介護納付金課税分：16万円）

限度額を基礎課税分65万円，後期高齢者支援金等課税分を20万円に改定した場合に想定される調定額への影響

（参考）

令和４年度国民健康保険税（料）率等の状況（26市抜粋）
福祉保健局保健政策部国民健康保険課市町村指導担当

（令和４年４月１日現在）

国民健康保険税（料）率・賦課限度額

基礎課税（賦課）分保　険　者　名 後期高齢者支援金等課税（賦課）分 介護納付金課税（賦課）分

影響を受ける世帯数 増加額

基礎課税分 284 5,354,500円

後期高齢者支援金等
課税分 308 2,881,700円

合計 － 8,236,200円

給与収入額 15,074,000円 14,831,000円

基礎課税分 後期高齢者支援金等課税分

課税限度額に達する所得額 13,124,000円 12,881,000円
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